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（様式１）実施報告書 

 

１ 応募者情報 

（１）応募者団体情報 

団体名 北海道 

 

（２）都道府県・政令指定都市からの指定の有無及び連携（応募者が地域国際化協会及び地域国際化協会

に準ずる法人または団体の場合のみ記載） 

①都道府県・政令指定都市からの指定の有無 

（応募者が地域国際化協会及び地域国際化協会に準ずる法人または団体の場合のみ記載） 

○指定の有無 有・無 

○指定の内容 

 

 

 

 

②都道府県・政令指定都市との具体的な連携 

（応募者が地域国際化協会及び地域国際化協会に準ずる法人または団体の場合のみ記載） 

 

 

 

２ 事業の概要 

（１） 全体概要 

①事業の名称 北海道における日本語教育推進事業 

②目的等 

１ 目的 

 道内に在住する外国人が居住地や環境に関わらず、必要に応じて生活のために必要な日本語を学ぶことが

できる環境づくりを推進するため、道内市町村及び関係機関（大学、日本語教育機関、地域国際化協会、民

間団体等）と連携しつつ、「地域の日本語教育人材の育成」「日本語教室がない地域での日本語教室開設に向

けたモデル事業」に取り組むほか、「市町村への意識啓発」などに取り組み、北海道における日本語教育の

実施体制の構築を図る。 

 

２ 本事業を通じて構築を目指す体制の全体像 

【現在の状況：図示も可】 

・道としては現在、日本語教育に取り組んでおらず、市町村や在住外国人へのアンケートによりニーズや現

状を把握するに留まっている。 

・一部の市町村では、文化庁の空白地域解消推進事業等を活用し、地域の国際交流団体とともに、市町村内

に在住する外国人に対して、日本語教室等を開催し支援を行っている。 
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【構築を目指す体制：図示も可（上記に構築する体制を追記）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）令和５年度事業の概要 

①事業の期間 令和５年７月１日～令和６年３月 31日（９カ月間） 

②前年度までの年次計画における進捗状況（新規応募団体は記載不要） 

 

③前年度までの成果と課題（新規応募団体は記載不要） 

 

④令和５年度の目標 

令和５年度については、地域が主体となって日本語教育に取り組む体制を整備するため、地域の日本語教

育人材の発掘・育成を重点的に実施する。 

・地域での日本語教育人材の発掘及び人材育成研修の実施（３地域×３回実施、各地域最低１人発掘） 

 →研修受講者は、翌年度、日本語教育モデル事業として、地域での試行的な日本語教室の実施・運営に 

参画することを目標に以下の取組を実施する。 

 

⑤令和５年度の主な取組内容 

① 総合調整会議の設置・開催（２回） ＜道直営事業＞ 

  本事業が効果的に推進されるよう、関係団体等（大学、日本語教育機関、民間団体等）に委員を委嘱し、

総合調整会議を開催。 

② 総括コーディネーターの配置 ＜委託事業＞ 

③ 地域日本語教育コーディネーターの配置 ＜道直営事業＞ 

④ 日本語教育人材育成研修の実施（３地域×２～３回） ＜委託事業＞ 

  道内３地域で人材育成研修を実施し、地域で継続的に日本語教育に取り組む人材を発掘・育成する。 
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３ 事業の実施体制 

（１）実施体制（図表等を活用して、総括コーディネーター及び地域日本語教育コーディネーター、調査

計画推進コーディネーターを含めて記載してください。） 

 

≪事業の中核メンバー≫ 

 氏名 所属 職名 役割 

１ 高橋 弓 北海道国際課 多文化共生係長 全体の調整 

２ 小田島 道朗 ＨＩＥＣＣ 課長 事業の企画・成果報告 

３ 阿部 仁美 北海道日本語センター 理事 総括コーディネーター 

 

（２）域内の市区町村、関連団体等との連携・協力体制 

・HIECC（地域国際化協会）、北海道内雄武町・栗山町・増毛町と連携して日本語教育人材育成研修を実施し

た。 
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４ 令和５年度の実施内容 

（１）実施内容 

１．広域での総合的な体制づくり 

【必須項目】 

（取組①）総合調整会議の設置 

①構成員 

 氏名 所属 職名 役割 

１ 小林 靖幸 北海道国際局 国際企画担当局長 全体の調整 

２ 長谷川 浩幸 HIECC 専務理事 道内国際交流団体とのネットワ

ークの活用 

３ 二通 信子 (一社)北海道日本

語センター 

代表理事 道内外国人の日本語教育の状

況・特長の共有 

４ 平田 未季 北海道大学 准教授 道・市町村と連携した取組の提

案 

５ 式部 絢子 秩父別町 

 

北海道大学 

多文化交流コーディ

ネーター 

非常勤講師 

道内の多文化共生の現状から助

言 

６ 阿部 裕之 JICA北海道 所長 外国人との共生に向けた助言や

オンライン日本語教育の知見の

共有 

７ 水田 充彦 キャリアバンク(株) 執行役員 部長 監理団体の視点から見た日本語

教育 

８ 五十嵐 啓子 HISAE日本語学校 

北海道多文化共生

NET 

校長 

代表理事 

日本語学校との連携 

９ ﾄﾝ・ﾇｰ・ｼﾞｴﾑ・ 

ﾄｩｰ 

ベトナム人協会 会長 外国人の視点から見た日本語教

育 

10 大井 裕子 (一社)北海道日本

語センター 

日本語ボランティア「窓」 

理事 

 

監事 

日本語教室の意見・助言 

②実施結果 

実施回数 ２回 

実施 

スケジュール 

第１回：令和５年８月８日 

第２回：令和６年２月９日 

主な検討項目 第１回：北海道における日本語教育に関する課題と対応策について 

第２会：事業推進状況について、基本的な方針の素案について 
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（取組②－１）総括コーディネーターの配置 

・地域日本語教育スタートアッププログラムのアドバイザーも務めている一般社団法人北海道日本語セン

ターの阿部仁美氏を採用した。 

・研修実施地域・道・委託業者との連絡調整のほか、日本語教育人材育成研修等の講師を務めた。 

 

（取組②－２）地域日本語教育コーディネーターの配置に向けた取組 

地域日本語教育コーディネーターの配置【（○）】 

地域日本語教育コーディネーターの候補者育成支援【（ ）】 

・今年度は総括コーディネーターが地域日本語教育コーディネーターを兼務することとした。 

 

（取組②－３）調査・推進計画策定コーディネーターの配置 

取組なし 

【重点項目】 

（取組③）日本語教育に関する基本的な方針に必要な地域の実態調査、基本的な方針の作成 

北海道の実情に応じた「北海道地域日本語教育の推進に関する基本的な方針（仮称）」を令和６年度に策

定するため、有識者の意見を聞くとともに市町村へ意見照会を実施した。 

 

【スケジュール】 

～２月 基本的な方針の素案を検討 

２月  第２回総合調整会議に諮る 

３月～ 市町村へ意見照会 

 

（取組④）都道府県等の域内における日本語教育の実施に関する連携のための取組 

人材育成研修実施地域の職員や日本語教室関係者を対象とする意見交換会を開催し、地域の現状・課題の

共有や翌年度に向けた検討を行った。 

・地域の現状・課題の共有 

・翌年度に向けた検討 

（取組⑤）市区町村への意識啓発のための取組 



 

6 

 

・道内市町村の日本語教育における意識の醸成を目的に以下の取組を実施した。 

 

○日本語教育人材育成研修（発掘・育成） ＜委託事業＞ 

・振興局管内又は圏域単位で、最低１名の日本語教育人材の配置を目指し、令和５年度は３地域（雄武町、

栗山町、増毛町）で日本語教育人材育成研修として「日本語学習支援者養成講座」を実施した。（１地域 

２～３回） 

・さらに、栗山町では、「日本語学習支援者養成講座」受講者を対象に、日本語学習支援の活動を進めるた

めに必要なことを具体的かつ実践的に学ぶための「にほんご学習支援者のためのブラッシュアップ講座」を

３回実施した。 

・また、増毛町では、町内在住の外国人の日本語教室のニーズを確認したいとの要望があったため、総括コ

ーディネーター含む講師による、気軽に楽しく日本語を勉強できる日本語教室（プレ教室）を開催した。（１

回２時間） 

 

（取組⑥）日本語教育人材に対する研修 

取組なし 

（取組⑦）地域日本語教育の実施 取組なし 

実施するものに○  【 】都道府県・政令指定都市が主催する地域日本語教育 

          【 】日本語教育実施機関団体等への地域日本語教育 

実施箇所見込数 ○か所 
受講者数 

（実人数） 
○人 

活動１ 

【名称】 

【目標】 

【実施回数】 

【受講者数】 

【実施場所】 

【受講者募集方法】 

【内容】 

【開始した月】 

【講師】 

【関係機関との連携】 

「日本語教育の参照枠」や、標準的なカリキュラム案等の活用の有無： 
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（取組⑧～⑮）その他の取組 

（取組⑪）日本語教育に関する広報活動 ＜道直営・委託事業＞ 

・道内の日本語教育機関をまとめた「北海道にほんご学習ＭＡＰ」を作成し、市町村、国際交流団体、大学、

領事館等への配付やＨＰへの掲載など、道内在住外国人に対し日本語教育に関する効果的な広報活動を実施

した。 

 

（取組⑭）成果の普及 ＜道直営・委託事業＞ 

・事業報告書を作成し、道内１７９市町村に対し、広く成果の発信・普及を行った。 

２．市区町村の日本語教育の取組への支援 

（取組①）市区町村を支援して実施する日本語教育 

取組なし 

（取組②）取組１以外の日本語教育を行う団体を支援して実施する日本語教育 

取組なし 

５ 主要な取組の実施状況 

令和５年４月  

５月  

６月  

７月  

８月 ・総括コーディネーターの配置 

・総合調整会議（第１回） 

・日本語教育人材育成研修（１・２回目、雄武町） 

９月 ・日本語教育人材育成研修（３回目、雄武町） 

・モデル教室（増毛町） 

１０月 ・日本語教育人材育成研修（１～３回目、栗山町） 

１１月  

１２月  

令和６年１月 ・日本語教育人材育成研修（１回目、増毛町） 

２月 ・日本語教育人材育成研修（１回目、増毛町） 

・総合調整会議（第２回） 

・日本語学習支援者ブラッシュアップ講座（１～３回目、栗山町） 

・「北海道にほんご学習ＭＡＰ」作成 

３月 ・意見交換会 

・事業終了、実績報告書の提出 
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６ 評価と検証 

１．令和５年度の計画の評価と検証方法 

【令和５年度の目標】（再掲） 

令和５年度については、地域が主体となって日本語教育に取り組む体制を整備するため、地域の日本語教

育人材の発掘・育成及び日本人住民の意識醸成を重点的に実施する。 

・地域での日本語教育人材の発掘及び人材育成研修の実施（３地域×３回実施、各地域最低１人発掘） 

→研修受講者は、翌年度、日本語教育モデル事業として地域での試行的な日本語教室の実施・運営に参画 

 

【令和５年度の目標達成に向けた指標（定量評価・定性評価を含む。）】 

 

【指標１：定量評価目標】 

地域の日本語教育人材発掘・育成人数（対象市町村数３） 

※R6実施のモデル事業実施希望者の人数 

〇目標値 ３名以上（前年    ） 

〇実績値 ２７名 

 

【指標２：定性評価目標】 

本事業参加者の満足度 

〇目標値 満足度 ８０％（前年    ） 

○実績値 ９２％ 

 

【検証方法】 

○指標１については、日本語教育人材育成研修終了後の聞き取り等により翌年度のモデル事業参加希望者を

道及び地域国際化協会が把握。 

○指標２については、各事業参加者へのアンケート調査により把握。 

（アンケート項目「有意義な内容だった」「役立つ知識を学ぶことができた」で「そう思う」「だいたいそう

思う」と回答した割合で算出。） 

 

【その他】 

 

２．その他、令和５年度事業の評価と検証方法 

該当なし 
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７ 検証を踏まえた課題と今後の展望 

１．検証を踏まえた課題と今後の展望 

（１）検証を踏まえた課題 

地域の日本語教育人材発掘・育成人数及び本事業参加者の満足度はいずれも目標値を大きく上回る結果と

なったもの、道内の日本語教室空白地域は依然多い状況。 

 

（２）今後の展望  

・今年度人材育成研修を実施した３地域のうち２地域で日本語教室が設置、１地域で多文化共生に係る予算

が確保されるなど、当該事業の効果はあったことから、来年度も引き続き日本語教育人材育成研修に取り組

んでいく。 

・地域日本語教育コーディネーターは総括コーディネーターが兼務しているが、今後、日本語教育人材育成

研修等により地域日本語教育コーディネーターに適した人材を発掘したい。 

さらに、研修実施市町村の近隣地域と連携した日本語教室の運営、オンラインの活用を検討したい。 

 

２．その他、課題と困難な状況への対応方法等 

（１）課題と困難な状況への対応方法  

・日本語教育人材育成研修実施に当たっての近隣地域への協力依頼 

 ※栗山町が近隣地域への広報等を希望 

→隣町である由仁町に道・地域国際化協会（HIECC）、総括コーディネーターが訪問し、研修の周知や外国

人を雇っている企業の情報提供を依頼。また、道が直接由仁町内の企業を訪問し、当該事業の説明と研

修への協力を依頼した。 

・道内在住外国人に対する日本語教育に関する効果的な情報発信 

→北海道内の日本語教室の情報をまとめた「北海道にほんご学習ＭＡＰ」を作成し、道内市町村や国際交

流協会等に配付するとともにＨＰに掲載。 
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【参考写真一覧】 

取組番号 写真名 

1-⑤  日本語教育人材育成研修 

 

 

 

1-⑦ モデル教室 
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1-⑪ 北海道にほんご学習ＭＡＰ 

 

 

【参考資料一覧】 

取組番号 資料名 NEWS掲載 

1-⑤ 

1-⑥ 

1-⑦ 

1-⑧ 

日本語教育等による多文化共生推進事業 実績報告書  

1-⑪ 北海道にほんご学習ＭＡＰ ○ 

   

   

 


